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☆　育 児・ 介護休業等に関する規定を就業規則に定めた場合、常 時 １ ０ 人以上の労働者を使用している事業 
所においては、所轄の労働基準監督署長に就業規則の作成・変更について届け出る必要があります。 

☆　賃金に関しては、 
①　育児・介護休業期間及び子の看護のための休暇中の賃金の有無、 
②　 育 児・ 介護休業期間中及び勤務時間短縮等の措置の取得中に通常の就労時と異なる賃金が支払 わ 
れる場合には、 
ａ　その決定、計算及びその支払い方法、 
ｂ　賃金の締め切り及び支払時期 
について記載する必要があります。 

☆　 事業主 は、 育児休 業、 介護休業や子の看護休暇の申出をしたこと又は取得したことを理由とし て、 
労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはなりません。 

☆　事業主は、次の事項について、あらかじめ定め、これを周知するよう努力しなければなりません。 
①　労働者の育児休業や介護休業中における待遇に関する事項 
②　育児休業や介護休業後における賃金、配置その他の労働条件に関する事項　等 
　 ま た、 このような定めを個々の育児休業又は介護休業をした労働者にあてはめて具体的な取扱い を 
明示するよう努力しなければなりません。 

☆　 事業主 は、 育 児・ 介護休業後の就業が円滑に行われるようにするた め、 休業した労働者の職業能 力 
の開 発・ 向上に必要な措置を講じるよう努力しなければなりませ ん。 ま た、 復職に当たって は、 原 則 
として原職又は原職相当職に復帰させることが多く行われていることに配慮しましょう。 

　勤務しなかった期間 （時間） について賃金を支払わないことは差し支えありませんが、 勤務しなかっ 
た期間（時間）を超えて賃金を減額したり、賞与、昇給等で不利益な算定を行うことは禁止されてい 
ます。 

☆　事業主は 、 ３歳に満たない子どもを持つ労働者に対し 、 次のいずれかの措置を設けなければなりませ 
ん。 

　なお 、 １歳以上の子どもを養育する労働者で 、 １歳６か月までの育児休業の対象でない労働者につい 
ては、以上の措置のかわりに育児休業制度に準ずる措置を講じても差し支えありません。 

☆　３歳から小学校就学の始期に達するまでの子どもを持つ労働者に対し、 育児休業制度に準ずる措置又 
は上記①～⑤の措置のいずれかを講ずることが事業主の努力義務となっています。 

☆　事業主は 、 要介護状態にある家族を介護する労働者に対し 、 次のいずれかの措置を設けなければなり 
ません。 

　日数は 、 対象家族１人につき一の要介護状態に至るごとに１回 、 通 算 ９ ３ 日までの期間で労働者が申し 
出た期間です。 
　事業主は 、 勤務時間の短縮等の措置を講じた場合 、 これが介護休業等日数に算入されること及び措置 
を講じた期間の初日を労働者に明示することが望まれます。 

☆　家族の介護を必要とする労働者に対し、介護を必要とする期 間・ 回数等に配慮して上記①～④のいず 
れかの措置を講ずることが事業主の努力義務となっています。 
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☆　 下のような労使協定を締結することによ り、 育 児・ 介護休業や子の看護休暇の対象者を限定すること が 
できます。労使協定については、労働基準監督署長への届出は不要です。 

☆　 この例 は、 育 児・ 介護休業及び子の看護休暇の対象から除外できる者の範囲の最大限を示していま す。 
これより広い範囲の者を除外することはできません。 

育児・介護休業法に関するお問い合わせは、都道府県労働局雇用均等室へ 

Ｈ ２ １ ． ２ 

育児・介護休業等に関する労使協定 

○○株式会社と○○労働組合は、○○株式会社における育 児・ 介護休業等に関し、次のとおり協定する。 

（育児休業の申出を拒むことができる従業員） 
第１ 条　 社長 は、 次の従業員から育児休業の申出があったとき は、 その申出を拒むことができるものと す 
る。 
一　入社１年未満の従業員 
二　従業員の配偶者で、育児休業の申出に係る子の親である者が次のいずれにも該当する場合の従業員 
イ　 職業に就いていない 者（ 育児休業その他の休業により就業していない者及び１週間の就業日数 が 
２日以下の者を含む。 ）であること。 
ロ　心身の状況が申出に係る子の養育をすることができる者であること。 
ハ　 ６週 間（ 多胎妊娠の場合にあって は 、 １ ４ 週 間） 以内に出産する予定でない か、 又は産後８週間 以 
内でない者であること。 

ニ　申出に係る子と同居している者であること。 
三　 申出の日から１年以 内（ １歳を超える休業の申出の場合 は、 ６か月以 内） に雇用関係が終了する こ 
とが明らかな従業員 

四　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員 
五　 従業員の配偶者以外の者で育児休業の申出に係る子の親 で ある者が二のイからニまで の い ず れに も 
該当する従業員 

（介護休業の申出を拒むことができる従業員） 
第２ 条　 社長 は、 次の従業員から介護休業の申出があったときは、 その申出を拒むことができるものと 
する。 
一　入社１年未満の従業員 
二　申出の日か ら ９ ３ 日以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員 
三　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員 

（子の看護休暇の申出を拒むことができる従業員） 
第３ 条　 社長 は、 次の従業員から子の看護休暇の申出があったときは、 その申出を拒むことができるもの 
とする。 
一　入社６か月未満の従業員 
二　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員 

（従業員への通知） 
第４ 条　 社長 は、 第１条から第３条までのいずれかの規定により従業員の申出を拒むとき は、 その旨を 従 
業員に通知するものとする。 

（有効期間） 
第５ 条　 本協定の有効期間 は、 平成○年○月○日から平成○年○月○日までとす る。 ただ し、 有効期間 満 
了の１か月前までに会 社、 組合いずれからも申出がないときに は、 さらに１年間有効期間を延長する も 
のとし、以降も同様とする。 

平成○年○月○日 
　 印 　 ○ ○ ○ ○   長 社 役 締 取 表 代 社 会 式 株 ○ ○ 
　 印 　 ○ ○ ○ ○   長 員 委 行 執 合 組 働 労 ○ ○ 


